
 

羽田空港再拡張事業のコスト縮減に関する提言 

 

平成 17 年 3 月 2 日 

コスト縮減検討委員会 

 

コスト縮減検討委員会では、国土交通省からの協力依頼を受けて、羽田空港

再拡張事業について、事業の品質を確保しつつ、如何にコスト縮減を図るかと

のテーマに取り組んできた。 

 

今般、コスト縮減検討委員会としての見解を「羽田空港再拡張事業のコスト

縮減に関する提言」として取りまとめた。本事業の実施にあたり、発注者、入

札参加者、請負者はそれぞれの立場において、本提言の趣旨を活かしてコスト

縮減に徹底して取り組み実効をあげることを強く期待する。 

 

 

Ⅰ 委員会の役割 

 

羽田空港再拡張事業は、同空港の容量不足を解消し、国内線の基幹空港とし

ての機能を確保するとともに、国際定期便の乗り入れを可能とするものであり、

国民の関心と期待が非常に高く、わが国経済にとっても一日も早い完成が切望

されている国家プロジェクトである。一方、公共事業は財政上の制約の高まり

に対応して効率化を図ることが至上命題となっており、また羽田空港のような

国民の利用度が極めて高いプロジェクトにおいては、利用者、関係者の負担を

軽減するためにも、航空輸送の安全性を確保した上でのコスト縮減の実現が重

要な課題である。 

本事業は、大規模事業であり、かつできるだけ早期に完成させることが必要

とされていることから、入札契約方式として、設計と施工を一括発注するとい

う画期的なパブリックビジネスモデルが導入されている。こうした事業手法の

特性を踏まえてコスト縮減に取り組むとともに、入札契約手続きの透明性を確

保するため、第 3 者委員会として「コスト縮減検討委員会」及び｢技術検討委

員会｣が設置されたものである。 
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Ⅱ 契約までのコスト縮減努力 

 

Ａ．発注者側の措置 

 

１．予定価格作成に当たっての基本的な考え方 

 

１） 本年 3 月の入札に向け、発注者において予定価格作成の作業を進め

るに際し、コスト縮減の観点を十分念頭におき、必要な経費を適切に

積算し、会計法令の規定に基づき予定価格を適正に定めることが必要

である。 

２） 本事業の入札契約手続きは、平成 14 年に開催された工法評価選定会

議の報告書を踏まえ、多様な参加者による競争を通じたコスト縮減を

図るため 3つの工法を対象とした性能発注方式を採用している。この

ため、発注者が 3 工法について試設計を行い、設計･施工費及び維持

管理費を積算した上で、総コスト（設計･施工費＋30 年間の維持管理

費）が最小となる工法の設計･施工費に基づき予定価格を作成すると

の考え方を採用しているが、このことは妥当と考えられる。 

３） 発注者が予定価格を作成するにあたっては、上記の経緯を踏まえる

と、工法評価選定会議において関係団体から提案され国民に公表され

ている工費･工期を念頭において検討することが適切である。(資料

①) 

ただし、提案があった以降の計画変更等の状況変化については、透

明性の確保に留意しつつ、適切かつ合理的に反映させることが適当で

ある。(資料②) 

 

2．個別・具体的な検討 

 

１） 本事業におけるコスト縮減に対する国民の強い期待を踏まえて、特

に次の点に配慮することが必要である。 

 

① 本事業は、これまでの公共工事と比較して極めて規模の大きな発注

となることから、請負者において管理経費の効率化・合理化を図る

余地が大きいと考えられる。したがって、今回の積算において考慮

する諸経費（共通仮設費、現場管理費、一般管理費）の率について

は、過去の大規模空港工事（関西空港、中部空港）の事例を参考に、

通常の公共工事と比較して、相当程度の低減を行うことが適当であ
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る。(資料③) 

② 本事業は、発注規模が極めて大きいこと、及び多年度にわたる設

計・施工一括契約であることから、通常の公共工事と比較した場合、

一括大量調達、市況を考慮した分割調達等、請負者において資材の

調達方法の効率化・合理化を通じた資材単価の縮減を図る余地が大

きいと考えられる。ただし、資材によっては、集中・大量調達の困

難性等の特殊事情を考慮する必要も考えられる。 

したがって、今回の積算において資材単価を設定する際には、こ

のような事情を反映させ、合理的にコスト縮減を図ることが必要で

ある。(資料④) 

 

２） 工法評価選定会議以降の状況変化に関連した工費の変動要素として

は次のようなものがあるが、これを適切かつ合理的に反映させるよう

検討する必要がある。(資料②) 

 

① 工費の減少につながる要素としては、滑走路高さの低下、空港島面

積の縮小、滑走路位置変更に伴う連絡誘導路橋の短縮など。 

② 工費の増加につながる要素としては、進入灯橋梁・第一航路移設等

の工事内容の追加、工法評価選定会議で指摘された留意点への対応、

自然条件の精査に伴う現場水深・支持地盤層の変化など。 

③ 本事業において性能発注に基づく設計施工一括発注方式を採用し

たことによる影響の評価（発注方式の変更に伴う設計業務の追加、

リスクの存在、設計業務と施工業務の連携など）。(資料⑤) 

 

なお、工法評価選定会議において関係団体から提案のあった工費には、

消費税相当額が含まれていないことに留意する必要がある。(資料①) 

 

   ３） 予定価格とともに総コスト上限額作成の要素となる３０年間の維

持管理費の設定にあたっては、ライフサイクルコストの削減の観点

から、要求水準を満足する範囲でコスト縮減に十分配慮することが

必要である。  

 

Ｂ．入札参加者側の努力 

 

本事業では、事業のあらゆる段階でコスト縮減の努力を徹底することが必

要であり、発注者においては新たなコスト縮減の取り組みとして、入札前
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VE のスキームを昨年末に導入したところである。今後は、入札参加者から

提出された入札前 VE 提案について、技術面、コスト面の妥当性の検証を経

て採択されたものについては、入札参加者は入札価格及び維持管理費提案額

に適切に反映し、コスト縮減につながることを期待する。(資料⑥) 

また、落札後契約前 VE についても入札参加者側において、検討が進めら

れることを期待する。 

 

Ⅲ 契約後のコスト縮減努力 

 

１．実施段階でのコスト縮減 

 

発注者においては、契約後は的確な工程管理及び適切なコスト管理のもと

事業の円滑な実施を図り、発注者と請負者双方の努力により予定の工期内の

完成に努めることを期待する。特に契約後においてもコスト縮減を進めるた

めには、発注者側における適切なプロジェクトマネジメントシステムのもと、

請負者側の契約後 VE の実現を図っていくことが有効と考える。 

 

２．完成後の維持管理費の縮減 

 

事業費の縮減はもとより、完成後の維持管理費を考慮したライフサイクル

コストの削減も重要である。このため、設計段階において、施設を良好な状

態に保ちつつ長期にわたる維持管理費の縮減を図る方策について、更に技術

的検討を進める必要がある。また、維持管理業務の発注にあたっては、競争

を通じたコスト縮減の方策についても検討を行うことが望ましい。 

 

Ⅳ 手続き及びコスト縮減努力についての透明性の確保 

 

本事業は国家プロジェクトとして、国民の関心と期待も非常に高いことか

ら、発注者においては、今後とも透明性の確保に十分留意して諸手続きを進

めるとともに、コスト縮減についての情報公開等に努め、国民に対する説明

責任を十分果たすことを要望する。(資料⑦) 

本委員会としては、契約後も定期的に開催し、技術検討委員会と連携を図

りつつ、本事業におけるコスト縮減努力のフォローアップを行っていくこと

とする。(資料⑧) 
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p
＋

3
1.

6
35

3
1（

%
）

共
通

仮
設
費

率
の
設

定
方
法

〔
空

港
用

地
造

成
工

事
の

場
合

〕

一
般

管
理
費

等
率
の

設
定
方

法
現

場
管

理
費

率
の
設

定
方
法

〔
空

港
用

地
造

成
工

事
の

場
合

〕

Ｋ
r
：

共
通
仮

設
費

率
（

％
）

Ｐ
：

直
接
工

事
費

等
（

円
）

Ｊ
e
：

現
場
管

理
費

率
（

％
）

Ｎ
p
：

純
工
事

費
（

円
）

Ｇ
p
：

一
般
管

理
費

等
率

（
％

）

Ｃ
p
：

工
事
原

価
（

円
）

（
市

街
地

補
正

2
.0
％
含

む
）

（
市

街
地

補
正

1
.5
％
含

む
）

資料③
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単
価

決
定

の
考

え
方

に
つ

い
て

単
価

決
定

の
考

え
方

に
つ

い
て

今
回

の
発

注
に

あ
た

っ
て

は
、

コ
ス

ト
縮

減
に

対
す

る
国

民
の

強
い

要
請

が
あ

る
と

と
も

に
、

多
年

度
に

渡
る

設
計

・
施

工
一

括
発

注
契

約
で

あ
る

こ
と

か
ら

請
負

者
に

お
け

る
資

材
調

達
の

効
率

化
・
合

理
化

を
図

る
余

地
が

大
き

い
と

考
え

ら
れ

る
た

め
、

資
材

調
達

に
お

け
る

請
負

者
の

特
段

の
努

力
を

期
待

し
、

以
下

の
考

え
方

で
予

定
価

格
作

成
に

用
い

る
資

材
単

価
を

設
定

す
る

。

①
．

原
則

と
し

て
最

低
値

を
採

用
。

１
）
１

社
で

供
給

可
能

な
資

材
に

つ
い

て
は

、
調

査
結

果
の

最
低

値
を

採
用

。

２
）
複

数
の

メ
ー

カ
ー

か
ら

調
達

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
資

材
に

つ
い

て
は

、
価

格
の

安
い

順
に

こ
れ

に
対

応
し

た
供

給
可

能
量

を
必

要
量

ま
で

累
計

し
、

そ
の

加
重

平
均

値
を

採
用

。

②
．

資
材

単
価

調
査

を
継

続
し

、
３

月
時

点
で

の
デ

ー
タ

に
よ

り
単

価
を

設
定

。

資料④
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請
負

者
へ

移
転

す
る

リ
ス

ク
・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
業

務
に

対
す

る
対

応
方

策
請

負
者

へ
移

転
す

る
リ

ス
ク

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
業

務
に

対
す

る
対

応
方

策

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

業
務

リ
ス

ク

関
係

機
関

対
応

安
全

管
理

、
対

策

１
）
請

負
者

側
の

チ
ェ

ッ
ク

体
制

の
整

備
等

で
相

当
程

度
の

低
減

が
可

能
。

⇒
リ

ス
ク

の
低

減
（
品

質
管

理
の

徹
底

等
）

２
）
ど

う
し

て
も

回
避

で
き

な
い

部
分

は
残

る
。

⇒
リ

ス
ク

の
移

転
（
保

険
で

対
応

）

設
計

に
起

因
す

る
リ

ス
ク

１
）
追

加
的

に
発

生
す

る
業

務
で

あ
る

た
め

、
特

記
仕

様
書

に
お

い
て

今
回

の
業

務
と

し
て

規
定

し
て

い
る

。

⇒
必

要
な

コ
ス

ト
を

計
上

他
工

事
調

整

リ
ス

ク
・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
業

務
の

特
性

と
対

応
方

策
リ

ス
ク

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
業

務

資料⑤
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資料⑥ 

 

 

羽田空港再拡張事業（Ｄ滑走路建設外工事）における入札前ＶＥの実施について 

 

平成１６年１２月１６日 

 

 

１． 羽田空港再拡張事業（Ｄ滑走路建設外工事）については、従来より、計画内容

の見直し、設計・施工一括発注方式の採用を行うとともに、第三者委員会である

「コスト縮減検討委員会」（座長：飯島英胤（株）東レ特別顧問）を設置して入札

前、入札後を通じたコスト縮減のあり方についてご検討をいただくなど、コスト

縮減に向けて努力を重ねてまいりました。 

 

２． 本事業は、国民的関心が極めて高いプロジェクトであるとともに、前例のない

大規模な発注となること、また、先般、「コスト縮減検討委員会」において、各委

員から関係者における一層のコスト縮減努力の徹底が要請されたこと等から、引

き続き、入札手続きの透明性を確保し、事業の品質や決められた工期を確保した

上で、コスト縮減に向けての努力を重ねていくことが必要であると考えておりま

す。 

 

３． ついては、これまで、落札後契約前や契約後に実施を可能としていたＶＥ（バ

リュー・エンジニアリング）を、コスト縮減努力の徹底を図る観点から、事業の

あらゆる段階での実施を可能とするため、入札前の段階でも実施を可能とするこ

ととしました。 

 

４． 具体的には、平成１７年３月に予定されている入札より前の段階において、発

注者から競争参加資格を有すると認められた入札参加者（ＪＶ）からのコスト縮

減に関する追加的な提案（入札前ＶＥ提案）の提出を認め、同提案が提出され、

かつ同提案が適正であると発注者が認めた場合には、同提案による入札を認める

ものであり、本日、ＪＶに対して、その旨を文書により通知致しました（参考資

料２参照）。 

 

５． 入札前ＶＥ提案は、発注者である関東地方整備局港湾空港部において受け付け

ることとし、受付期間は競争参加資格確認結果の通知日の翌日から平成１７年２

月１４日（月）までとします。 

 

６． なお、ＪＶの競争参加資格の確認については、今回の措置にかかわらず、当初

の予定通り、ＪＶから１０月１２日に提出されている技術提案書に基づき行いま

す。 
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0
%

1
0
0
%

技
術

提
案

時
の

V
E

入
札

前
V

E
（
今

回
の

措
置

）

入
札

後
V

E

完
成

ま
で

の
コ

ス
ト

0
%

1
0
0
%

空
港

計
画

の
最

適
化

3
工

法
を

考
慮

し
た

予
定

価
格

作
成

単
価

、
諸

経
費

等
の

合
理

的
設

定

コ
ス

ト
縮

減
後

の
予

定
価

格

入
札

参
加

者
側

の
努

力
発

注
者

側
の

努
力

縮
減

適
正

な
予

定
価

格

縮
減

完
成

ま
で

の
最

終
的

コ
ス

ト

再
拡

張
事

業
（滑

走
路

整
備

事
業

）
の

コ
ス

ト
縮

減
イ

メ
ー

ジ

11



羽
田

空
港

再
拡

張
入

札
契

約
手

続
き

の
透

明
性

の
確

保

○
契

約
前

、
契

約
後

を
通

じ
、

有
識

者
か

ら
な

る
第

３
者

委

員
会

を
設

置
し

て
、

提
言

を
頂

く

○
検

討
結

果
や

提
言

内
容

に
つ

い
て

は
公

表
し

、
透

明
性

を

確
保

基
本

的
考

え
方

＜
コ

ス
ト

縮
減

検
討

委
員

会
＞

（
契

約
前

）

○
コ

ス
ト

縮
減
に

向
け

た
方

策
・

建
設

コ
ス

ト
縮

減
の

現
状

（
国

土
交

通
省

か
ら

の
ヒ

ア
リ

ン
グ
）

・
技
術

提
案

の
概

要
（
Ｊ

Ｖ
か

ら
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
）

○
入

札
前

段
階
の

コ
ス

ト
縮

減
・

積
算

や
予

定
価

格
作

成
特

性
の

現
行

制
度

、
再

拡
張

事
業

に
お
け

る
特

性

（
国

土
交

通
省

か
ら

の
ヒ
ア

リ
ン
グ

）

委
員
会

は
、

コ
ス

ト
縮

減
方

策
（

全
般

、
積

算
・

予
定

価
格

作
成
の

あ
り

方
等

）

に
つ
い

て
提

言

（
契

約
後

）

○
コ

ス
ト

縮
減
に

向
け

た
方

策
・

設
計

、
施

工
の

進
捗

状
況

（
国

土
交

通
省

・
Ｊ

Ｖ
か

ら
の

ヒ
ア
リ

ン
グ

）

・
Ｖ
Ｅ

の
状

況
（
Ｊ

Ｖ
か

ら
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
）

委
員
会

は
、

コ
ス

ト
縮

減
方

策
（

実
施

段
階

）
に

つ
い

て
提

言

＜
技

術
検

討
委

員
会

＞

○
技

術
審

査
に
あ

た
っ

て
重

要
な

技
術

的
事

項

○
技

術
審

査
結
果

の
取

り
ま

と
め

○
新

技
術

･
技

術
革

新
の

導
入

状
況

○
効

果
的

、
効
率

的
な

施
工

技
術

課
題

へ
の

対
応

○
透

明
性

の
高

い
入

札
契

約
手

続
き

を
着

実
に

進
め

る

○
コ

ス
ト

縮
減

の
努

力
を

徹
底

し
て

い
く

第
３

者
委

員
会

の
設

置

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
ま

で
設

置
）

第
３

者
委

員
会

で
の

検
討

項
目

第
３

者
委

員
会

の
位

置
づ

け

第
３

者
委

員
会

Ｊ
Ｖ

意
見

・
提

言

説
明

・
報

告

国
民

意
見

交
換

ヒ
ア

リ
ン

グ
等

技
術

審
査

技
術

提
案

国
土

交
通

省

検
討

結
果

・

提
言

内
容

の

公
表

資料⑦
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コ
ス

ト
縮

減
検

討
委

員
会

の
位

置
付

け
 

 コ
ス

ト
縮

減
検

討
委

員
会

 
                      技

術
検

討
委

員
会

 

 
座

 
 

 
 

長
 

委
 

員
（

企
業

経
営

者
、

建
設

契
約

・
会

計
制

度
・
土

木
施

工
等

の
専

門
家

）
 

委
員

の
意

見
の

総
括

 

事
務

局
（

国
土

交
通
省

）
 

・
 
性

能
発

注
に

対
応

し
た

積
算

方
法

 
・

 
大

規
模

発
注

に
対

応
し

た
材

料
単

価
や

諸
経

費
の

設
定
方

法
 

・
 
設

計
･
施

工
の

進
捗

状
況

 

コ
ス

ト
縮

減
ア

イ
デ

ア

の
提

示
 

コ
ス

ト
縮

減
方

策
に

関
す

る
意

見
、

提
言

 

J
V
 ・
 
技

術
提

案
書

の
概

要
 

・
 
設

計
･
施

工
の

進
捗

状
況

 

・
 
V
E
の

状
況

 

 

業
務

概
要

、
進

捗
状

況

の
説

明
 

 記
者

発
表

 
 ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
掲

載
 

検
討

結
果

・
提

言
 

内
容

の
公

表
 

委
員

（
地

盤
工

学
、

耐
震

工
学

、
金

属
工

学
、

舗
装

工
学

等
の

専
門

家
）

 

技
術

提
案

、
技

術
的

課
題

、
V
E
提

案
等

の

説
明

 

技
術

的
課

題
に

関
す

る
ア

ド
バ

イ
ス

 
技

術
審

査
取

り
ま

と
め

、

技
術

的
課

題
の

説
明

 
 

資料⑧ 
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